
贈与税の住宅取得資金特例の周知・活用状況について
※全国23都道府県65ヶ所の住宅展示場におけるアンケート調査結果に基づく。（有効回答数：2966件）
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１．贈与税の新たな住宅取得資金特例に対する認知度は高い。
･･･住宅展示場来訪者の約２/３が新たな特例について認知。

１．贈与税の新たな住宅取得資金特例に対する認知度は高い。
･･･住宅展示場来訪者の約２/３が新たな特例について認知。

新しい特例制度の内容まで含めて知っていた：

聞いたことはあるが、内容までは知らなかった：

従来の特例（550万円まで非課税）は知ってい
たが、新しい特例は今回初めて知った：

住宅取得資金の贈与に特例があったことを今
回初めて知った：

○住宅取得資金特例の認知度（有効回答数=2962）

７１５件（２４％）

１２７０件（４３％）

３０４件（１０％）

６７３件（２３％）

１９８５件（６７％）

27%

31%

42%

２．新たな特例は、贈与を受けての住宅購入の意思決定に影響を与えている。
･･･住宅展示場来訪者の約１/３が住宅取得資金の贈与について検討中又は
検討予定。そのうち、約１/３が、新たな特例が贈与を受けての住宅購入の
意思決定に影響を与えたと回答。

２．新たな特例は、贈与を受けての住宅購入の意思決定に影響を与えている。
･･･住宅展示場来訪者の約１/３が住宅取得資金の贈与について検討中又は
検討予定。そのうち、約１/３が、新たな特例が贈与を受けての住宅購入の
意思決定に影響を与えたと回答。

【参考】住宅購入にあたって贈与の予定があるか（有効回答数=2914）
贈与を受ける予定又は検討・相談中： ４８４件（１７％）

今後検討又は相談したい： ５１６件（１８％）

贈与を受けることは考えていない： １９１４件（６６％）

住宅購入の意思決定に影響を与えた： ３０５件（３１％）

住宅購入の意思決定に影響を与えていない： ２６６件（２７％）

どちらとも言えない： ４１２件（４２％）

○新たな特例の住宅購入の意思決定への影響（有効回答数=983）

１０００件（３５％）
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３．新たな特例は、住宅取得資金の贈与の意思決定にも大きな影響を与えている。
･･･住宅取得資金の贈与について検討中又は検討予定の者の約２/３が、新た
な特例が住宅取得資金の贈与の意思決定（贈与を受けるか否か、贈与を受
ける額）に影響を与えていると回答。

３．新たな特例は、住宅取得資金の贈与の意思決定にも大きな影響を与えている。
･･･住宅取得資金の贈与について検討中又は検討予定の者の約２/３が、新た
な特例が住宅取得資金の贈与の意思決定（贈与を受けるか否か、贈与を受
ける額）に影響を与えていると回答。

○新たな特例の創設による贈与への影響（有効回答数=955）

贈与を受けることにした又は相談・検討を始めた：

贈与を受けるの額を増やした又は相談・検討を始めた：

今回知ったことで、今後の贈与について検討したい：

従来の特例（５５０万円まで非課税）を使う予定なので、
あまり影響はなかった：

あまり影響はなかった（上記 を除く）：

１５４件（１６％）

８６件（９％）

３６８件（３９％）

１３１件（１４％）

２１６件（２３％）
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６０８件（６４％）
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４．従来の非課税枠（５５０万円）を超える贈与が約２/３にのぼる。

・受贈予定額について回答があった者のうち、約２/３が従来の非課税枠（５５
０万円）を超える贈与を検討。

また、約６％の者が２５００万円（相続時精算課税制度の非課税枠）から３５０
０万円（住宅取得資金の贈与に係る特例の非課税枠）の贈与を考えていると
回答。

・父母から贈与を受ける場合、そのうち半数近くが６５歳未満の父母からの贈
与。

４．従来の非課税枠（５５０万円）を超える贈与が約２/３にのぼる。

・受贈予定額について回答があった者のうち、約２/３が従来の非課税枠（５５
０万円）を超える贈与を検討。

また、約６％の者が２５００万円（相続時精算課税制度の非課税枠）から３５０
０万円（住宅取得資金の贈与に係る特例の非課税枠）の贈与を考えていると
回答。

・父母から贈与を受ける場合、そのうち半数近くが６５歳未満の父母からの贈
与。

○受贈予定額（有効回答数=433）

1%

6%

20%

37%

36%

～550万円

551万円～1000万円

1001万円～2500万円

2501万円～3500万円

3501万円～

平均受贈予定額：１１０２万円

○贈与者である父母の年齢（有効回答数=438）

５．新たな特例の活用志向は高い。
･･･住宅取得資金の贈与について検討中又は検討予定の者のうち、約４０％
が新たな特例を利用したいと回答。このほか、約半数が今後よく検討したい
と回答。

５．新たな特例の活用志向は高い。
･･･住宅取得資金の贈与について検討中又は検討予定の者のうち、約４０％
が新たな特例を利用したいと回答。このほか、約半数が今後よく検討したい
と回答。

新しい特例（3500万円まで非課税）を利用したい： ３６５件（４０％）

従来の特例（550万円まで非課税）を利用したい： １１１件（１２％）

通常の基礎控除（110万円）で対応したい： ７件（１％）

今後よく検討したい： ４４０件（４７％）

○新たな特例措置の利用予定について（有効回答数=923）

40%

12%
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47%

６５歳未満：１８６件（４
２％）

６５歳以上：２５２件（５
８％）

58
%

42
%

38％


